
．問題と目的

特別支援教育におけるICTの利用について、『教育の

情報化に関する手引き』（文部科学省，2010）では、「特

別な支援を必要とする児童生徒に対してその障害の状

態や発達の段階等に応じて活用することにより、学習

上又は生活上の困難を改善・克服させ、指導の効果を

高めることができる有用な機器である」としている。

さらに同書は、「社会の情報化が進展していく中で、児

童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情

報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって

いる」ことを指摘している。また『特別支援学校小学

部・中学部学習指導要領』（文部科学省，2009）では、

各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー

タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し

み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切

かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学

習活動を充実する」ことが示されている。

障害のある児童の教育にICTを導入することは、通

常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に

よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難

を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-

nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ

メディアの通信機能とインターネットを活用すること

で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育

的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること

ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教

育の分野で特に重要な課題ということができる。

2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし

た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算

が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒

のICT購入費として５万円以内の助成が示されている

（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化

も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら

れてきたことを示している。

一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己

評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ

田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技

能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の

授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報

の不足が影響していると予測される。またICTの利用

は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の

領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅

れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど

のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って

いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク

ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ

る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその

特別支援教育におけるICTの利用に対する関係者の意識

－テレビ会議システムによるフォーラムの研修効果－
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要旨：テレビ会議システムを利用した広域のフォーラムを開催し、特別支援教育におけるICTの利用をテーマとした

協議と実践報告を行った。その事前、事後で参加者にアンケート調査を実施し、ICTの教育的な利用に対する意識の変

化を調べた。回答を得点化し因子分析を行ったところ、「情報化への不安」「利用効果への期待」「学びの意欲」「指導

の自信」の４つの因子が抽出された。フォーラムの参加者はICTの導入に強い期待と意欲をもつ一方、教育環境の急速

な情報化に不安を感じ、障害のある児童が活動を機器に頼ることや、心身への影響に対する懸念を示していた。また

「指導の自信」の因子得点が低かった。しかし事後のアンケートでは４つの因子すべてで得点が有意に向上し、フォー

ラムの研修効果が認められた。性別による差がみられ、ICTの利用には男性がより積極的であった。特に「情報化への

不安」と「指導の自信」の因子ではフォーラム参加後も女性の得点が有意に低かった。年代による得点の差はみられ

なかった。
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教員養成課程における「思考力」の育成

抄録：新学習指導要領では、「問題解決力」、「批判的思考」、「論理的思考力」がこれからの社会を生きていくために
必要であるとされ、その育成が求められている。これは、中教審「学士課程教育の構築に向けて」（2008 年）答申に
おける「学士力」からの流れのなかで「初等中等教育から高等教育に至るまでの学校制度全体でいかに育むか」とし
て広がったと捉えることがとできる。学校現場で指導する教員を養成する課程において、「思考力」を高めることが
できているのか。免許状取得のための過重な単位取得の現状、さらに導入されるコアカリキュラムの授業内容項目に
よって、教員養成課程においては、「学士力」として求められている能力を高めることは容易ではないことがわかる。

キーワード：新学習指導要領、教員養成、思考力、学士力、コアカリキュラム、
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特集論文

1.  はじめに

　新期学習指導要領は、2014 年 11 月に中央教育審議
会に諮問され、設置された教育課程企画特別部会（以
下、「特別部会」）での審議を経て、提出された 2016
年 12 月には答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学
校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要
な方策等について」によるものである。
　特別部会がまとめた「次期学習指導要領等に向けた
これまでの審議のまとめ」（2016 年 8 月）（以下、「審
議まとめ」）では、新学習指導要領は、「子供たちが生
きて働く知識を習得し、学びを人生や社会に活かそう
としながら、未知の状況にも対応することを可能とす
る教育課程」1）を目指すとしている。
　この点に注目すると、特別部会が 2015 年に出した

「論点整理」のなかで、「特にこれからの時代に求めら
れる資質・能力」として「情報や情報手段を主体的に
選択し活用していくために必要な、統計的な分析に基
づき判断する力、情報活用能力、物事を多角的・ 多
面的に吟味し見定めていく力」いわゆる「批判的思考
力（クリティカル・シンキング）」を挙げている。
　「審議まとめ」では、「5　何ができるようになるか」

「（4）教科等を越えた全ての学習の基盤として育まれ

活用される資質・能力」において、次のように述べて
いる。
　「急速に情報化が進展する社会の中で、情報や情報
手段を主体的に選択し活用していくために必要な情報
活用能力、物事を多面的・多角的に吟味し見定めてい
く力（いわゆる「クリティカル・シンキング」）、統計
的な分析に基づき判断する力、問題を見いだし解決に
向けて思考するために必要な知識やスキルなどを、各
学校段階を通じて体系的に育んでいくことの重要性は
高まっていると考えられる」2）

　答申においても、「第 5 章 何ができるようになるか」
「4　教科等を越えた全ての学習の基盤として育まれ活
用される資質・能力」において、同様の記述がある。
　こうした能力は、新学習指導要領がその中心に置く
3 つの柱が総体として獲得されることによって発揮で
きる能力であり、「審議まとめ」の目指す教育課程の
究極の目標といえるであろう。
　本稿では、子どもに指導する立場である教員養成学
部の学生が、教員養成課程の中で、「問題解決力」、「批
判的思考」、「論理的思考力」等（以下、「思考力」）を
どのように高めるのか、学部教育の質の保障として「汎
用的スキル」の方針を示した答申などを丁寧に振り返
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2

り、カリキュラムの置かれている状況を整理すること
を目的とする。

2.  「学士課程教育」における思考力の位置づけ

2. 1.  「学士課程教育」
　新学習指導要領で子どもが習得すべき資質・能力と
して掲げられた「思考力」は、約 10 年前に大学の学
部段階の改革において、「学部」修了時に身に付けて
いることを保証すべき技能として示された「学士力」
から始まる議論が広がり、初等・中等教育段階にも求
められていったものである。そこでの論議を整理する
ことは、教員になる学生において「思考力」をいかに
して高めるか、といった直接的な観点だけではなく、
子どもにどのように学ばせるのか、という観点からも
興味深いものがある。
　その改革を提言したのが、中教審「学士課程教育の
構築に向けて」（2008 年）答申（以下、「学士課程答申」）
である。当該答申は、2005 年にとりまとめられた「我
が国の高等教育の将来像」（以下、「将来像答申」）答申
において、「現在、大学は学部・学科や研究科といった
組織に着目した整理がなされている。今後は，教育の
充実の観点から，学部・大学院を通じて， 学士・修士・
博士・専門職学位といった学位を与える課程（プログ
ラム）中心の考え方に再整理していく必要がある」と
の指摘を受け、「今後、我が国において、上記の観点か
ら学士課程教育を構築する」3）ことを目指した。「学士
課程教育」という表現を用いることで、学部段階の教
育の在り方の刷新を広くアピールする意図があった。
　「学士課程答申」は、「特に基本的な考え方として、
課題探究力の育成を重視すべき、21 世紀型市民の育
成・充実を共通の目標として念頭に置くべきこと」4）、
という方針のもと、「学士の質保証」を行う方策を提
言するものであった。

2. 2.  「学士力」としての思考力
　「学士課程答申」は、「学士課程あるいは各分野の教
育における最低限の共通性があるべき」5）という理念
のもと、先の方針に従って、「汎用性のあるものを提
示するように努め」、「日本の大学が授与する学士が保
証する能力の内容」として、「各専攻分野を通じて培
う学士力 〜学士課程共通の学習成果に関する参考指
針〜」6）を示した（稿末　表 1　参照）。
　「どの分野を専攻するのか、将来像答申の掲げる諸
機能のいずれに重点を置くのかを問わず」に、「達成
していくものとして受け止めていただきたい」7）と述
べているところに、当該答申の「学士力」構築への強
い意欲があらわれているといえよう。
　「参考指針」では、「知的活動でも職業生活や社会生
活でも必要な技能」と定義された「汎用的技能」とし

て 5 つの技能をあげており、そのなかに「論理的思考
力」、「問題解決力」が含まれている。また、「これま
でに獲得した知識・技能・態度等を総合的に活用し、
自らが立てた新たな課題にそれらを適用し、その課題
を解決する能力」を「統合的な学習経験と創造的思考
力」として挙げている。
　では、具体的にこうした思考力は、学士課程のどの
ような科目（活動）のなかで、どのように培うのか。

2. 3.  「教育課程」における「思考力」の位置づけ
　現在の「教育課程」に言及するためには、1991 年
の「大学設置基準」改正について、概観しておく必要
があるだろう。1991 年以前においては、「一般教育科
目」、「外国語科目」、「保健体育科目」、「専門科目」と
いう科目区分という考え方に基づいたものであった。
1991 年の改正で、「教育課程」という考え方に転換し
た。同基準第 19 条で「大学が教育上の目的を達成す
るために必要な授業科目を自ら開設し、体系的に教育
課程を編成するもの」とし、教育課程の編成方法も「各
授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け」

（第 20 条）とのみが定められた。そのため、現行の学
部の「教育課程」では、各大学が基礎教育、共通教育、
専門基礎教育、専門教育などの区分を設け、編成して
いる。
　これにより、各大学で科目の見直しが急激に進み、

「学士課程答申」が次のような指摘する「教育課程の
中で専門教育の比重が増している。具体的には、基礎
教育や共通教育の履修単位の減少と専門基礎教育の組
み込みが見られる。専門職業との結び付きの強い学部

（例 : 医療，家政，芸術系）では，専門教育の早期化
や高度化が生じている」8）といった状況が発生してい
た。また、「共通教育や基礎教育において、外国語能
力や情報活用能力など、スキルの訓練に関する教育の
比重が大きくなっている」9）傾向にも言及している。
　こうした「教養教育」の後退の実態に対しては、先
の「将来像答申」においても、学部における教育は「教
養教育」と「専門基礎教育」を中心に編成されるべき
であるという提言がなされていた。
　この度の「学士課程答申」では、「大学が学生に身
に付けさせようとする能力と、企業が大学卒業生に期
待する能力が乖離」しており、企業の多くが望んでい
ることは、「即戦力」ではなく「むしろ汎用性のある
基礎的な能力」10）であること、「専門教育については、
大学院の役割が大きくなっており、学士課程教育では、
完成教育よりも、専門分野を学ぶための基礎教育や学
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いて教員間の共通理解を確立」12）し、「学士課程教育の
本来の姿を実現し、教育水準の維持・向上に寄与」13）

する教育課程の編成を行うことを求めている。
　「思考力」を含む「学士課程教育を通じて到達すべ
き学習成果」については、「最低限の共通性」のある
ものを「各専攻分野を通じて」行うという表現にとど
まり、「専門教育」と「教養教育」における取り扱い
や位置づけについての踏み込んだ言及はなく、「科目
のみでなく、課外活動を含め、あらゆる教育活動の中
で、修業年限全体を通じて培うもの」14）として「教
育課程全体」に位置づけている。

2. 4.  「思考力」を培う教育方法
　「学士課程答申」では、「今日の大学教育の改革は、
国際的には、学生が修得すべき学習成果を明確化す
ることにより、『何を教えるか』よりも『何ができる
ようになるか』に力点が置かれている」15）ことから、
教育方法の改善が必須であるとしている。
　「思考力」が「学士力」の中核に据えられているこ
とから、「討論を含む双方向型の授業」、「研究に準ず
る能動的な活動への参加」、「（学外での）体験活動」
などを提案している。

3.  「学術会議回答」における「思考力」の位置づけ

3. 1.  日本学術会議による回答
　中教審の「学士課程答申」提出を受け、2008 年 5
月に、文部科学省高等教育局長が日本学術会議に、「大
学教育 の分野別質保証の在り方に関する審議につい
て」と題する依頼を行った。
　日本学術会議では、同年 6 月に課題別委員会「大学
教育の分野別質保証の在り方検討委員会」を設置した。
さらに同年 12 月まで 計 4 回の審議を行う中で、委員
会の下に、「質保証枠組み検討分科会」、「教養教育・
共通教 育検討分科会」、「大学と職業との 接続検討分
科会」の 3 つの分科会を設置して、課題について連携
しながら審議を進めた。2010 年 7 月「大学教育の分
野別質保証の在り方について」とする 3 部構成からな
る回答（以下、「学術会議回答」）を提出した。

3. 2.  「学士力」の学びの場
　「学術会議回答」は、「学士課程答申」が「参考指針」
を示したことに対して、「相応の意義」を認めるもの
の、　「各専攻分野を通じて培う」ものであるとされて
いることに対して、「日本の学士課程の殆どが、特定
の専門分野の教育を行うことを標榜する学部・学科と
して開設されていること」16）を踏まえるべきである
とした。
　「学士力」については、「教養教育 / 共通教育のみの
目標でないことは明らか」17）であり、「学士力」の議

論で中核におかれた「市民教育」について、「教養教
育の原点は市民教育にある」が、「市民教育という教
育理念と、科目区分としての教養教育とは同一でない
こと」18）とする見解を示している。
　「各専門分野の教育も、個々の専門分野の中に閉じ
た狭い論理において完結するのではなく、『学士力』
が示すような、学士の学位を有するすべての者に共有
されるべき、普遍的な意味を持つものを涵養するとい
う役割を担う」19）べきと同定している。
　さらに、この問題意識は、「学術会議回答」の 3 部
構成の第 2 部「学士課程の教養教育の在り方」におい
て追究されている。「専門教育」と「教養教育」は、
理念的には、「全く排他的な関係ではない」が「相対
的には異なるもの」であるが、科目区分は教育目標に
よるものであり、「しばしば相対的」なものであると
している 20）。
　その上で、「一方が高次の目的で、他方がそれに従
属するものであると解されるべきではないこと」21）

への留意を求め、「教養教育」の位置づけを歴史的経
緯から解くなかで、「専門教育の準備教育とは明確に
異なるもの」22）であることを明らかにした。

3. 3.  学習方法
　「学術会議回答」では、「職業生活や 市民生活など、
人が生きていく上で意味を持つものを、学びを通して
身に付けるという観点」を重視するならば、従来の「学
習方法」が「学習内容」に従属するという見方から、「学
習方法」が「学習内容と対をなす重要な要素」と捉え
直すことが必要となることを指摘する。
　一方で、その内容や習得方法について、「学生が身
に付けるべき内容が、当該分野の学問としての不可欠
の核となる、容易に陳腐化することのない、最も本質
的な特性にしっかりと根差している」23）ことの重要
性を説いている。もし「専攻分野の学習を通して獲得
すべき学習成果が、当該分野の特性に根差したもので
ないならば、教育課程の体系性と構造の適切さが拠っ
て立つ基盤自体に合理性が存在しないことになってし
まう」とし、「学士課程答申」の「学習成果」への注
目の不十分さを指摘している 24）。
　さらに習得方法として、「各分野の固有の知的訓練」
が、「状況に応じて主体的に判断し、能動的に問題を
解決する力など、普遍的な次元で有用性を持つものを
形成すること」に「寄与することもある」25）のであり、
あくまでも「結果として活用できる」26）としている。
あくまでも各分野の固有の意義に基づいて、固有のス
キルをその固有の知的訓練によって身に付けることを
求めているのである。
　以上の考え方にたって、「学術会議回答」では、教
養教育において、授業形態としてサービスラーニング
などの「ワークショップ」や PBL などの「参加型学習」
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を挙げている。

4.  「学士課程答申」以降の動き

4. 1.  2012 年答申
　大学教育の在り方については、2008 年 9 月に「学
士「課程答申」に引き続き、「中長期的な大学教育の
在り方について」という包括的な諮問が中教審になさ
れた。それに対して 2012 年「新たな未来を気づくた
めの大学教育の質的転換に向けて」答申（以下、「質
的転換答申」）が提出された。
　当該の答申は、「学士課程育の質的転換のための方
策を、各大学が大学支援組織や文部科学省、地域社会、
企業等と連携しながら、改革サイクルの中で、着実に
実行するための具体的な手立てを明確にしたもの」27）

である。「客観的なデータ」から、主体的な学修時間
の実質的増加・確保の必要性や大学の組織としての取
組みを提言している。
　「思考力」については、「学士課程答申」が「学士力」
の参考指針で提示した能力・技能を初等中等教育から
高等教育に至るまでの学校制度全体でいかに育むか、
基本的視点のひとつとして挙げられている。また、大
学において求められている質的転換とは、まず、学習
方法の転換であり、学生からみて「受動的な」授業か
ら、「学生が主体的に問題を発見し解を見いだしてい
く能動的学修（アクティブ・ラーニング）」28）授業へ
の転換が求められている。

4. 2.  第 2「将来構想」諮問
　現在 2017 年 3 月に、再度「我が国の高等教育に関
する将来構想について」という諮問が中教審に行われ
ている。前回の諮問では 2015 年から 2020 年ごろまで
の将来像を示したが、このたびの諮問では、中長期観
点から、概ね 2040 年頃の社会を見据えて、目指すべ
き高等教育の在り方やそれを実現するための制度改正
の方向性などの高等教育の将来構想」を検討すること
が求められている。
　高等教育機関の果たすべき役割として、「学んだ知
識・技能を実践・応用する力、さらには自ら問題の発見・
解決に取り組む力を育成することが特に重要」29）で
あるとして、「学士課程答申」が提示した能力を起源
とする「思考力」が重視されている。

5.  小括

　「将来像答申」は、2015 年から 2020 年ごろまでを
見据えて高等教育の在り方を検討したものであり、そ
こで学士課程の目的として示された「21 世紀型市民
の育成・充実」を「学士課程答申」では、「質的保証」
という観点から、各専門分野に「最低限共通」して習

得させるべき能力として、「各専攻分野を通じて培う
学士力 〜学士課程共通の学習成果に関する参考指針
〜」によって、「学士力」と名付けて能力技能を提示
した。
　「学士力」では、4 つの分野に分けて能力・技能が
示された。その 1 分野である「汎用的技能」の 5 つの
技能うちに、「論理的思考力」、「問題解決力」が挙げ
られた。さらに別に独立した分野として「これまでに
獲得した知識・技能・態度等を総合的に活用し、自ら
が立てた新たな課題にそれらを適用し、その課題を解
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　本稿の関心事であったこの度新学習指導要領で明示
された「問題解決力」、「批判的思考」、「論理的思考力」
といった「思考力」との関わりについては、2008 年
段階で「学士課程答申」が、学部段階で習得すべき能力・
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…最も本質的な特性にしっかりと根差している」こと
が重要であり、特に、「思考力」のような能力につい
て言及していると受け取れるが、「各分野の固有の知
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いる。「学術会議回答」では、「授業形態」として「教
養教育」の検討の中でサービスラーニングなどの「ワー
クショップ」や PBL などの「参加型学習」を挙げて
いる。
　その後の「質的転換答申」では、学習方法の重要性
が全面的に追究され、「学生が主体的に問題を発見し
解を見いだしていく能動的学修（アクティブ・ラーニ
ング）」授業への転換を求めている。
　「学士課程答申」以後、「思考力」を培うことに関す
る大学教育の改革の進捗状況を、調査結果から概観し
てみる。
　まず 2007 年に東京大学大学経営・政策研究センター

（CRUMP が行った「全国大学生調査」によると、本
稿のテーマとする「思考力」について次の結果を示し
ている。「授業経験」はどちらかと言えば、役に立っ
ているが、「実力」は不十分であるという学生の認識
である。

　「質的転換答申」に関わって 2012 年に実施した「学
士課程教育の現状と課題に関するアンケート調査」で
は、学長及び学部長の意識がわかる。「学生の学修成果」
について、約 6 割が「不十分」あるいは「やや不十分」
と回答している。授業改善の力点として、「学生自ら
課題を設定し、解決・探究していく授業」が重要であ
ることをほぼすべてが認識している。調査結果から学
長及び学部長は、当時の状況を十分認識をしていると
いえるが、十分な成果があがっていないという現実が
読み取れる。
　「大学における教育内容等の改革状況について」（文

部科学省高等教育局大学振興課大学改革推進室）によ
ると、「初年次教育」において、「論理的思考や問題発見・
解決能力の向上のためのプログラム」を実施している
大学は、2008 年には 41.1% であったものが、2013 年
には 58.4% に上昇している（2015 年度版）。さらに同
項目の 2015 年度調査結果では、65% となっている。

6.  教員養成課程における課題

6. 1.  大学における養成
　戦後教育改革において、教員養成が中等教育レベル
の師範学校から高等教育である「大学」に位置づけら
れた。そこには「師範タイプ」といわれた教師を生み
出す戦前の教員養成への反省があった。「総じて、…
学問的基礎が弱く、人格や人間性の発達についての意
識が希薄」31）という大きな問題を有していた。
　例えば、米国教育使節団報告書では、師範学校の教
育は「形式主義で…暗記式の学習に重きを置いている」
とし、「専門的（教師としての）準備教育」と「高等
普通教育」を施すことを提言している 32）。
　また、教育刷新委員会第五特別部会においても、教
育大学の特設論の議論の中で「一般教養、職能的な教
育と専門的な知識を十分に与える」ことが必要である
ことが特設論の賛否に関わらず確認されている 33）。
　「大学レベル」で教員養成を行うことで、学問の学
びを通じて「思考する」職業人として教師を養成する
ことを目指したのである。これは、「学士力」の提案
と通底するものがある。「大学での教員養成」で「思
考力」を育成できているのかを検討することは、戦後
改革の当初の目的に鑑みても重要なことである。

6. 2.  教員養成カリキュラムの実態
　現行の和歌山大学教育学部の教員養成カリキュラム
をもとに検討を進めることにする。
　表 3 は、2014 年入学の「教育科学」専修で小学校
免許を主免とする学生の卒業必要単位を示したもので
ある。
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表 2　大学教育の成果に関する学生の自己認識
（出典 : 東京大学大学経営・政策研究センター
（CRUMP）「全国大学生調査」（2007）から抜粋）
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　主免のみを取得する場合、卒業までに 139 単位とな
り、専門科目占有率は 57.6%（80 単位）。これに副免
として中学校一種免許（国語）を取得するとすれば、
169 単位が必要となり、65.1%（110 単位）となる。
　「教育実習等」と「卒業業績」を除いて、4 年前期
までの履修として考えると、主免のみでは、1 学期 8.7
科目（17.4 単位）で一日 1.8 科目（3.5 単位）となる。
副免を取るとすれば、10.9 科目（21.7 単位）、2.2 科目

（4.3 単位）となる。
　単位の実質化で求められている「1 単位あたり 45
時間」の学習に基づいて考えると、授業時間も含め、
主免のみだと一日 5.4 コマ（90 分 1 コマ）486 分の
学習（土日は含まない）となる。副免では、6.6 コマ
594 分約 10 時間を必要とすることになる。
　思考力を培う授業を展開するには、単位の実質化で
求められている事前準備と事後学習は不可欠である
が、この計算から 2 種類の免許を取得と、かなり過密
な状況となることがわかり、アルバイトなどにより生
活費を補っている学生が大半であることを慮れば、学
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についての問題は一旦置くことにして、この規定に従
うと当該科目のシラバスが物理的にどのようになるの
かについて言及したい。それぞれの分野での到達目標
数は（1-1）〜（1-3）は 4 つ、（2）は 2 つ、（3）は 2
つである。単純に考えると 8 つの到達目標をシラバス
に含むこととなる。
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卒業年度 人数 割 合

年

年

年

表 4　2枚以上の免許状取得学部学生（筆者作成）
（特別支援を除く）
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別な支援を必要とする児童生徒に対してその障害の状

態や発達の段階等に応じて活用することにより、学習

上又は生活上の困難を改善・克服させ、指導の効果を

高めることができる有用な機器である」としている。

さらに同書は、「社会の情報化が進展していく中で、児

童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情

報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって
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各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー

タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し

み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切

かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学

習活動を充実する」ことが示されている。

障害のある児童の教育にICTを導入することは、通

常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に

よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難

を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-

nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ

メディアの通信機能とインターネットを活用すること

で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育

的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること

ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教

育の分野で特に重要な課題ということができる。

2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし

た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算

が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒

のICT購入費として５万円以内の助成が示されている

（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化

も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら

れてきたことを示している。

一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己

評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ

田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技

能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の

授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報

の不足が影響していると予測される。またICTの利用

は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の

領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅

れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど

のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って

いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク

ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ

る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその

特別支援教育におけるICTの利用に対する関係者の意識

－テレビ会議システムによるフォーラムの研修効果－
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要旨：テレビ会議システムを利用した広域のフォーラムを開催し、特別支援教育におけるICTの利用をテーマとした

協議と実践報告を行った。その事前、事後で参加者にアンケート調査を実施し、ICTの教育的な利用に対する意識の変

化を調べた。回答を得点化し因子分析を行ったところ、「情報化への不安」「利用効果への期待」「学びの意欲」「指導

の自信」の４つの因子が抽出された。フォーラムの参加者はICTの導入に強い期待と意欲をもつ一方、教育環境の急速

な情報化に不安を感じ、障害のある児童が活動を機器に頼ることや、心身への影響に対する懸念を示していた。また

「指導の自信」の因子得点が低かった。しかし事後のアンケートでは４つの因子すべてで得点が有意に向上し、フォー

ラムの研修効果が認められた。性別による差がみられ、ICTの利用には男性がより積極的であった。特に「情報化への

不安」と「指導の自信」の因子ではフォーラム参加後も女性の得点が有意に低かった。年代による得点の差はみられ

なかった。
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況になることが予想できる。
　ここで問題となるのはコアカリキュラムの法的拘束
力である。2017 年 7 月 3 日の中教審教員養成部会に
おいて了承された「教職課程認定審査の確認事項の改
正」に、「授業科目の審査にあたっては、『教職課程コ
アカリキュラム』等に定める事項の確認を行う」こと
が示されている 35）。この度の再課程認定においては、
担当教員の業績審査の簡素化が示されているが、シラ
バスはコアカリキュラムによって拘束されることと
なっている。
　厳格に拘束されるとすれば、先述のようなシラバス
で授業をしなければならないことになり、これまで、
各大学、各担当者が、学生が能動的に参加する授業を
目指し取り組んできた成果を活かすことが、物理的に
時間で考えても困難になる。「教職科目」は、免許科
目の小学校免許では約 6 割を占めることから考えると
コアカリキュラム導入の影響は大きい。

7.  まとめにかえて

　教員養成課程は、このままでは 5 で言及したこれま
でも抱えていた過密スケジュールの問題に加え、6 で
言及した教職課程コアカリキュラムの拘束によって、

「思考力」を培う授業を展開することが時間的に難し
いという状況にある。「学士課程の質保証」という観
点から「汎用的なスキル」のなかで「思考力」が挙げ
られたことから動き出した改革であるが、教師につい
ては、「大学における養成」の意義に遡りその意味す
るところは大きい。さらに、新学習指導要領では子ど
もの「思考力」を育成することが求められていること
から鑑みても、教員養成課程で「思考力をどこでどの
ように培うのか」は、重要な課題である。「思考力」
の習得については先述した「学術会議回答」の「各専
門分野の固有の知的訓練に拠らなければ成立しない」
との主張について、筆者は基本的に同立場をとるもの
である。一次資料やデータの必要性やその収得方法の
吟味、資料やデータの信頼性も含めた分析などは、そ
れぞれの専門分野の固有の方法を実践的に身につけな
ければ、習得できるものではないと考える。教師はこ
の過程を経て「思考力」を身につけることが望まれる。
　しかし子どもの支援という新たな課題について考え
たとき、「思考力がどのように過程を経て身に付くの
か」を意識化した模擬的実践を通して学ぶことに、一
定の意味が出てくるのではないか、と考える。そのと
き、各専門分野での知的訓練が続くことを前提にし、
さらに形式化に陥ることのないよう十分な配慮がいる
ことは言うまでもないことである。
　新学習指導要領の導入を機に、大学の「初年次教育」
での取組みについても視野に入れ、教養教育も含んだ
教員養成課程全体で取組みについて検討する必要があ

る。
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不安」と「指導の自信」の因子ではフォーラム参加後も女性の得点が有意に低かった。年代による得点の差はみられ

なかった。
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の経緯とその課題」『「指標化」「基準化」の動向と課題』

日本教師教育学会年報、第 26 号、2017 年、参照。

35）�中教審　教員養成部会　第 98 回　29 年 7 月 3 日開催、配

布資料「資料 4-1　教職課程認定基準の改正について」p3。



．問題と目的

特別支援教育におけるICTの利用について、『教育の

情報化に関する手引き』（文部科学省，2010）では、「特

別な支援を必要とする児童生徒に対してその障害の状

態や発達の段階等に応じて活用することにより、学習

上又は生活上の困難を改善・克服させ、指導の効果を

高めることができる有用な機器である」としている。

さらに同書は、「社会の情報化が進展していく中で、児

童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情

報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって

いる」ことを指摘している。また『特別支援学校小学

部・中学部学習指導要領』（文部科学省，2009）では、

各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー

タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し

み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切

かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学

習活動を充実する」ことが示されている。

障害のある児童の教育にICTを導入することは、通

常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に

よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難

を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-

nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ

メディアの通信機能とインターネットを活用すること

で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育

的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること

ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教

育の分野で特に重要な課題ということができる。

2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし

た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算

が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒

のICT購入費として５万円以内の助成が示されている

（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化

も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら

れてきたことを示している。

一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己

評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ

田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技

能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の

授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報

の不足が影響していると予測される。またICTの利用

は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の

領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅

れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど

のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って

いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク

ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ

る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその

特別支援教育におけるICTの利用に対する関係者の意識

－テレビ会議システムによるフォーラムの研修効果－

Factor Analysis on the Consciousness of ICT Use in People Concerning Special Education

－Training Effects of the Special Education Forum by Videoconference System－

江田 裕介
EDA Yusuke

(和歌山大学教育学部)

要旨：テレビ会議システムを利用した広域のフォーラムを開催し、特別支援教育におけるICTの利用をテーマとした

協議と実践報告を行った。その事前、事後で参加者にアンケート調査を実施し、ICTの教育的な利用に対する意識の変

化を調べた。回答を得点化し因子分析を行ったところ、「情報化への不安」「利用効果への期待」「学びの意欲」「指導

の自信」の４つの因子が抽出された。フォーラムの参加者はICTの導入に強い期待と意欲をもつ一方、教育環境の急速

な情報化に不安を感じ、障害のある児童が活動を機器に頼ることや、心身への影響に対する懸念を示していた。また

「指導の自信」の因子得点が低かった。しかし事後のアンケートでは４つの因子すべてで得点が有意に向上し、フォー

ラムの研修効果が認められた。性別による差がみられ、ICTの利用には男性がより積極的であった。特に「情報化への

不安」と「指導の自信」の因子ではフォーラム参加後も女性の得点が有意に低かった。年代による得点の差はみられ
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表 各専攻分野を通じて培う学士力 ～学士課程共通の学習成果に関する参考指針～

中教審 答申「学士課程教育の構築に向けて」 年 。

１．知識・理解 
専攻する特定の学問分野における基本的な知識を体系的に理解するとともに，その知識体 

系の意味と自己の存在を歴史・社会・自然と関連付けて理解する。 
（１）多文化・異文化に関する知識の理解 
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２．汎用的技能 
知的活動でも職業生活や社会生活でも必要な技能 
（１）コミュニケーション・スキル 

日本語と特定の外国語を用いて，読み，書き，聞き，話すことができる。 
（２）数量的スキル 

自然や社会的事象について，シンボルを活用して分析し，理解し，表現することが 
できる。 

（３）情報リテラシー 
情報通信技術（ＩＣＴ）を用いて，多様な情報を収集・分析して適正に判断し，モ 

ラルに則って効果的に活用することができる。 
（４）論理的思考力 

情報や知識を複眼的，論理的に分析し，表現できる。 
（５）問題解決力 

問題を発見し，解決に必要な情報を収集・分析・整理し，その問題を確実に解決で 
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３．態度・志向性 
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表 1　各専攻分野を通じて培う学士力　～学士課程共通の学習成果に関する参考指針～
中教審　答申「学士課程教育の構築に向けて」2008 年 pp12-13。
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表 5　教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含む。）
　（「教職課程コアカリキュラム作成の背景と考え方（案）」2017 年 p11。）


